
愛知県の自動車環境対策に関する主な取組について 

 

 

１ 低公害車の普及促進に関する取組 

（１）低公害車を導入する事業者に対して補助金を交付 

 ○ 補助制度開始から昨年度までの補助実績は表のとおり。2013 年度末までに

計 2,970 台の車両に対して補助を行った。 
 

  表 低公害車導入促進費補助金補助実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現在の対象車両：ＣＮＧトラック・ＣＮＧバス、ハイブリッドトラック・

ハイブリッドバス、電気自動車トラック、電気自動車乗用車（ＰＨＶを含む）、

燃料電池自動車（11 月 7 日付けで対象車両に追加。） 

 

（２）電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車に対する課税免除 

○ 平成２４年１月１日から平成２９年３月３１日までの間に、新車新規登

録を受けた電気自動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料電池自動

車を対象とし、これらの車両の自動車税を、新車新規登録年度の月割分及

び翌年度から５年度分の全額を課税免除する。 

 

＜課税免除対象イメージ＞ 

 

資料４ 



（３）県公用車への低公害車導入 

○ 県の公用車に低排出かつ低燃費車、ＨＶ、ＰＨＶ（リース含む）、ＦＣＶ

（リース含む）を導入した。平成 25 年度における愛知県の低公害車導入状

況は表のとおり。 

○ 平成 26 年度、新たに市販開始される燃料電池自動車を２台購入予定。 

 

   表 次世代自動車等先進エコカー導入状況（平成 25 年度末現在） 

車 種 
構成割合 

目 標 実 績 

燃料電池自動車 

４０％ 

１台

電気自動車 １台

プラグインハイブリッド自動車 ２台

天然ガス自動車 ２６台

ハイブリッド自動車 ４４台

環境性能に特に優れた従来車 ３０台

合計 - １０４台

エコカー導入率 ４０％ ９．７％

     ※ 一般公用車の総数：1,067 台 

 

 

（４）「愛知県次世代自動車充電インフラ整備・配置計画」の改訂 

○ 民間事業者等の充電インフラ整備需要に対する環境整備を進めるため、

平成 25 年７月に策定した「愛知県次世代自動車充電インフラ整備・配置計

画」の改定を行った（平成 26 年 7 月）。 

 ＜主な変更点＞ 

  ・平成 26 年３月末現在の整備状況を踏まえた市町村ごとの補助枠の時点修正 

  ・設置意向を踏まえた「設置意向のある充電器リスト」の更新 

  ※県内の充電インフラ整備数の推移は資料３参照 

 

（５）愛知県次世代自動車充電インフラ整備・運用ガイドラインの作成・公表 

   電気自動車（ＥＶ）やプラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）に必要な

充電インフラの更なる整備を進めるため、充電インフラを今後設置する事業

者や市町村向けに、「設置時の対応」や「運用時の対応」について解説した実

務的な手引きを作成した（平成 26 年 10 月）。 



＜構成とポイント＞ 

 

 

（６）ＥＶ・ＰＨＶの利便性向上に向けたサービス機能を産官共同で開発 

○ トヨタメディアサービス㈱、㈱豊田自動織機及び日本ユニシス㈱ととも

に、環境省の「平成 26 年度 ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技術開発・実

証事業」の採択を受け、スマートフォンなどの端末を通じ、全国充電イン

フラ情報や周辺施設案内など、ＥＶ・ＰＨＶの利便性向上に向けたサービ

ス機能の開発を行います。 

  ＜開発のイメージ図＞ 

 

 



（７）「愛知県庁充電ステーション」の設置 

  ○ 充電インフラの整備促進のシンボルとして、県として初めて県庁本庁舎

に充電ステーションを整備し、平成 26 年 11 月 4 日に開所式を行い、供用

を開始した。 

  ○ 同ステーションは、自動車メーカー4 社が進めている、すべての充電イ

ンフラが共通で利用できる課金システムに先行して、トヨタ自動車株式会

社が実施する実証実験の第１号となるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 自動車交通集中地域等の対策の推進 

○ 愛知県警察本部、国土交通省中部地方整備局及び中日本高速道路株式会社

名古屋支社と協力して「道路沿道環境状況予測システム」を運用している。 

○ 名古屋南部地域及び岡崎市大平地区のＮＯ２及びＳＰＭを監視し、当日の

大気環境濃度が環境基準を上回ると予測された場合、道路交通情報板を用い

て道路沿道の大気汚染状況等の環境情報を提供している。 

○ 平成 25 年度は、５回大気環境負荷軽減のための情報表示の要請を行った。 
 

      ＜情報提供イメージ＞ 

 


